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麻生情報ビジネス専門学校

令和元年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」
スマートコントラクトを使用したシステム開発人材の育成

スマートコントラクトの利用事例・人材ニーズ等に関する調査

海外企業インターネット調査報告書
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海外企業インターネット調査

調査概要

●調査目的 教育プログラム開発に向けた情報収集を行い、カリキュラム、シラバス、教材、評価指標等と
いった教育プログラム開発の基礎資料とする。

●調査対象 当該技術を先進的に利活用している海外のITベンダー企業および海外ITユーザー企業
15社程度

●調査手法 インターネットや文献による調査

●調査項目 ①ブロックチェーン技術の活用事例
②スマートコントラクトの活用事例
③人材ニーズ、人材が持つべき知識・技術等
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海外企業インターネット調査

調査対象

社名 分野 所在地
ウォルマート株式会社 食品・雑貨等の小売り アメリカ・アーカンソー

ソフトウエア開発
（送金システム） アメリカ・カリフォルニア

不動産取引 アメリカ・カリフォルニア
ソフトウエア開発
（個人情報認証システム） アメリカ・カリフォルニア
ソフトウエア開発
（選挙管理システム、コンサル） アメリカ・コロラド

コダック株式会社 写真・カメラ関連商品の製造 アメリカ・ニューヨーク
ソフトウエア開発
（食品トレーサビリティ） イギリス・ロンドン
ソフトウエア開発
（ダイヤモンド・美術品のトレーサビリィー） イギリス・ロンドン
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海外企業インターネット調査

調査対象

社名 分野 所在地
メルク株式会社 化学・医薬品製造 ドイツ・ダルムシュタット

ゼット・エフ・ジャパン株式会社 自動車関連部品卸売り ドイツ・フリードリヒスハーフェン
ソフトウエア開発
（電力供給システム） オーストラリア・パース
ソフトウエア開発
（人材雇用） エストニア
ソフトウエアセキュリティー開発
（個人情報管理・認証システム） エストニア

政府 エストニア

スタートアップ・エコシステム スタートアップ エストニア

エストニアの 教育 教育 エストニア
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海外企業インターネット調査

国（本社、またはサービス展開先）
‣アメリカ（アーカンソー州）

会社プロファイル
‣ 年 月に設立

‣

業種
‣小売

ミッション
“ ”
お客様がどう買い物をする場合においても、節約のための最終目的地となる

事業内容
‣スーパーマーケットやネット通販での小売業

食品・雑貨等の小売り調査結果 ① ウォルマート（ ）
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海外企業インターネット調査

主な製品等
‣日用雑貨、家電、衣類品、食品など生活必需品全般

従業員
‣全世界で 万名 年

純売上高
‣ 億 千 （ 年度末）

‣

食品・雑貨等の小売り調査結果 ① ウォルマート（ ）

6



海外企業インターネット調査

当該技術導入分野
‣新鮮野菜のトレーサビリティ

導入技術
‣ブロックチェーン（ タグ

当該技術導入背景
‣ 年、ロメインレタスによる大腸菌が急増、他、卵や朝食用のシリアルからもサルモネラ菌がみつかるなど、
食の安全が脅かされている中、食品のトレーサビリティを明確にし、食の安全の向上を図る必要があった。

導入目的
‣従来の流通業は、書類によって情報管理がなされてきたため、記載ミスや意図的な改ざんが発生することも
あった。また、供給業者から消費者までの情報の把握に数日を要していた。ブロックチェーン技術は、耐改ざ
ん性が高く、また、瞬時に情報を把握できるため、影響を最小限にすることができる。

当該技術導入効果
‣ 年より実証実験を開始。 年 月から導入。ブロックチェーン上で商品を管理することで、供給経
路をすぐに把握でき、緊急時の迅速な対応が可能になるほか、供給体制の柔軟な変更を実現、また、買
い物客は食品の情報を簡単に知ることができるため、消費者の食の安全への信頼を回復する。

当該技術の将来性
‣ウォルマートはアメリカだけではなく、中国でもブロックチェーンを用いた食品トレーサビリティシステムを導入。先
進国だけではなく、アジア・アフリカ地域など新興国の生活水準が上がるに連れ、医療・食というような健康
分野により意識が向くようになる。今後、食品トレーサビリティの流れはより加速していくと考える。

調査結果 ① ウォルマート（ ） 食品・雑貨等の小売り
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海外企業インターネット調査

引用元：

の商品トレーサビリティーシステム
ブロックチェーンを用いた食品トレーサビリティ・システムにより、農作物の生産地から小売店舗の陳列棚に並べられるま
でのエンド・ツー・エンドのサプライチェーン情報を で瞬時に追跡できるとともに、必要に応じて証明書を確認できる。
また、米国食品安全強化法やアメリカ合衆国農務省安全検査局といった食品衛生に関わる規制や規制機関の規
定を守ることが可能となっている。

調査結果 ① ウォルマート（ ） 食品・雑貨等の小売り
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海外企業インターネット調査

調査結果 ②

国（本社、またはサービス展開先）
‣アメリカ （サンフランシスコ・カリフォルニア州）

会社プロファイル
‣ 年～

年～

代表者
‣ （創業者）
‣ （ ）※2019年 月現在

業種
‣ソフトウエア開発（送金システム）

スローガン
‣
今日、情報がウェブ上を自由に行き来するように、お金のやり取りを世界のどこでも行えるようにすることを目指す。

事業内容
‣金融機関を対象に、決済に特化したソフトウェアの開発

ソフトウエア開発 送金システム
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海外企業インターネット調査

主な製品等
‣ （次世代の国際送金ネットワークシステム）

技術提供先は カ国、 社を超える。 ホールディングスもその つ。

を構成するソフトウエア・技術
• 海外送金の即時決済、送金情報の共有と可視化
• 仮想通貨 を活用する国際送金システム
• 外部のシステムから への接続を可能とするソフトウエア
• 異なる台帳同士を繋ぐ通信規格
• 内の台帳分散化技術を使用
• 国際送金時のブリッジ通貨

従業員
‣約 名強

‣

調査結果 ② ソフトウエア開発 送金システム
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海外企業インターネット調査

当該技術導入分野
‣金融

導入技術
‣ブロックチェーン

当該技術開発背景
‣海外送金は、複数の銀行を経由して実施していく為、高い手数料が発生し、送金完了まで日数を要して
いた。また銀行はノストロ口座を所有しなければ海外送金を行うことが出来ずその維持のための費用が負
担となっていた。（ノストロ口座：銀行間取引での資金決済を行なうための決済口座。または外国に現地
の通貨建てでキャッシュを保有するための決済口座）

開発目的
‣通貨の国際送金をより迅速、低コストかつ安全に行うため、国際送金を目的とする決済ネットワークソリュー
ション を開発した。

当該技術開発効果
‣ により、国際送金はたった数秒で処理され、ノストロ口座を必要とせずコストも大幅に削減された。
（コストは ％削減と見積もられている）

当該技術の将来性
‣世界的に様々な大手銀行が「 」を採用し始めている。日本でも、 ホールディングスの合資会社
である の主導で「内外為替一元化コンソーシアム」というプロジェクトが誕生し、都市銀行を
はじめとする多くの金融機関が導入し始めている。プロジェクトが本格化すれば、金融のボーダレス化がより
推進されると期待されている。

調査結果 ② ソフトウエア開発 送金システム
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海外企業インターネット調査

引用元：

：リップルのブロックチェーンにおける資金振替システム

調査結果 ② ソフトウエア開発 送金システム
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海外企業インターネット調査

調査結果 ③

国（本社、またはサービス展開先）
‣アメリカ （カリフォルニア州）

会社プロファイル
‣ 年 月

代表者
‣ （ ）

業種
‣不動産

ミッション
‣仲介業者や代理店やその顧客のための不動産取引の合理化

事業内容
‣国際不動産ポータルの運営、ブロックチェーンを活用した不動産取引システムの運営、不動産仮想通貨の発行

不動産取引
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海外企業インターネット調査

主な製品等
‣不動産取引プラットフォーム （分散型アプリケーション）

買い主、売り主、エージェント、エスクローエージェント（取引代行業者）が従来の不動産取引を
完全にオンラインで行える。

従業員
‣約 名（推定）

純売上高
‣ 万（推定）

‣

調査結果 ③ 不動産取引
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海外企業インターネット調査

当該技術導入分野
‣不動産取引

導入技術
‣イーサリアム、スマートコントラクト

当該技術開発背景
‣従来の国際不動産売買では、ブローカー、所有者、土地の管理仲介サービス、送金でそれぞれが違う窓口
であり、かつ複雑な処理が必要であった。また国ごとに規制や法律が異なるため、それを利用した詐欺行為
なども横行し、スムーズで安全な取引を行うことが難しかった。

開発目的
‣スマートコントラクトを用いて、取引の煩雑化・長期化、詐欺といった国際的な不動産取引が直面している
課題の解決。また、様々な仲介手数料をなくし、世界中の登記所と連携することにより、効率的な不動産
の国際取引の実現を可能とする。

当該技術開発効果
‣スマートコントラクトを用いることで様々な仲介手数料をなくし、世界中の登記所と連携することにより、安全
かつ効率的な不動産の国際取引を実現した。

当該技術の将来性
‣イギリスの 大銀行がブロックチェーンを使った不動産取引の効率化実験に参加したことが発表されたように、
ブロックチェーン不動産取引は、世界各国で広がりを見せている。日本でも同システムを利用した不動産取
引がすでに行われており、今後拡大が見込まれる。

調査結果 ③ 不動産取引

15



海外企業インターネット調査

引用元： （登録要）

のブロックチェーンを活用した不動産の取引システム

調査結果 ③ 不動産取引
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海外企業インターネット調査

国（本社、またはサービス展開先）
‣本社：アメリカ（カリフォルニア）、エストニア（開発拠点）、東京・福岡（ビジネス開発、バックオフィス）

会社プロファイル
‣ 年 月に設立

代表者
‣ 平尾憲映 創業者兼

業種
‣ソフトウエア開発（個人情報認証）

ビジョン
‣インディビジュアル・データ・ドリブン・ソーシャルイノベーション
データは組織でなく個人に帰属すべきであるとし、個人の許諾ベースのもと、自身の意思でデータを、安全かつ自由に第三者
に公開可能とする事で、 自身と社会にとって好ましい形でデータが利活用される世界（「データ個人主権の新時代」）の創
出を目指す。

事業内容
‣エストニア電子政府基盤の技術を応用し、個人情報の安全性を確保しながら、企業や業界の枠を超えた
データ活用のプラットフォームを開発・提供。

調査結果 ④ ソフトウエア開発 個人情報認証システム
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海外企業インターネット調査

主な製品等
‣
分野間のデータアクセスに特化したデータ連携基盤

‣
居住者 非居住者にかかわらず個々のエンドユーザーや 機器等に付与されるユニバーサルな 。
多要素認証やシークレットキーの分割暗号化することでセキュリティを担保し、なりすまし等を極限まで回避す
ることを実現した。
スマートフォン等のアプリケーションに簡単に実装でき、個人による許諾 データ公開のコントロールとアクセス履
歴の参照を実現した。

（その他）
‣
データ利活用を推進する多様な領域 含む の新事業創出に特化したプラットフォーム

‣
サイバーセキュリティの担保を推進する、グローバルスタンダードなホワイトハッカー育成プログラム

従業員
‣ 名

資金調達額
‣ 万ドル（約 億 万円相当）※2017年 月時点

‣

調査結果 ④ ソフトウエア開発 個人情報認証システム
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海外企業インターネット調査

当該技術導入分野
‣個人情報のデータ利活用促進

導入技術
‣スマートコントラクト、ブロックチェーン
同社の と （電子署名）の技術を組み合わせて運用する。

当該技術開発背景
‣企業や団体は保有する個人情報の漏えいリスクを恐れてデータの共有や利活用がうまく実施されていない。
このため、コストや作業効率を上げることが出来ない。

開発目的
‣企業や個人はそれぞれの意思で、安全かつ容易に第三者へのデータ公開・共有を可能にし、新たなサービ
スやベネフィットを誰もが生み出せる社会を作り出す。

当該技術開発効果
‣エストニアでは、電子署名がもたらす効果として年間 億円のコストが削減された。
日本をターゲットとした試算では、年間 兆円削減が可能で、紙などのコスト削減は環境保全にも繋がる
としている。
同社のシステム導入により東京海上日動保険は個人の医療データを活用することで保険金の手続きをデ
ジタル化し、 カ月以上かかっていた支払いまでの期間を数十分に短縮する事に成功している。

当該技術の将来性
‣データ連携のサービスは今後、医療・ヘルスケア、不動産・スマートシティ、金融・フィンテック、自動車・シェア
リングなどの分野をカバーしていくことが期待され、今後も更なる企業との連携が見込まれている。

調査結果 ④ ソフトウエア開発 個人情報認証システム
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海外企業インターネット調査

引用元：

個人が自分の「どの」データを「だれ」に開示するかを簡単に許諾可能する。
電子認証 署名 、タイムスタンプ により本人確認とデータの完全性を確保する。
スマートコントラクトにより、契約履行の大幅な効率化を実現する。

調査結果 ④ ソフトウエア開発 個人情報認証システム
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海外企業インターネット調査

調査結果 ⑤

国（本社、またはサービス展開先）
‣アメリカ （ロングモント・コロラド州）

会社プロファイル
‣ 年 月 日 設立

代表者
‣

創業者＆

業種
‣ソフトウエア開発（選挙管理システム）、コンサルティング

スローガン
‣

事業内容
‣セキュリティーの高い投票システムを提供。

ソフトウエア開発 選挙管理システム・コンサル
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海外企業インターネット調査

主な製品等
‣オンライン投票のシステム

従業員
‣ 名

純売上高
‣不明

‣

調査結果 ⑤ ソフトウエア開発 選挙管理システム・コンサル
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海外企業インターネット調査

当該技術導入分野
‣選挙

導入技術
‣ ブロックチェーン、楕円曲線暗号

当該技術開発背景
‣アメリカでは、選挙へのサイバー攻撃が問題となる中、選挙の結果に直接的な影響を与える投票インフラに対
する不安が高まっていた。国土安全保障省長官 は、国の重要インフラとして選挙を指定し、選
挙が原子力発電所、連邦交通システム等と同様に、国土安全保障省からサイバーセキュリティ支援およびそ
の他の連邦政府から優先的に保護を受ける資格があるとした。

開発目的
‣耐改ざん性の高いブロックチェーン技術を用いたシステムを導入することにより、有権者のなりすまし、選挙人名
簿の改ざん、投票結果の改ざん等のサイバー攻撃を防止する。

当該技術開発効果
‣投票者のプライバシーを損なうことなく、選挙の透明性を確保し、選挙結果が正しいものであることを保証。ま
た、海外の軍隊、高齢者、障害者など投票が困難な場合の問題を改善、若い世代の有権者も含め、参加
しやすく、かつ透明性の高い選挙をもたらすことを期待する。

当該技術の将来性
‣ブロックチェーンを活用した投票システムは依然として黎明期にあるが、国政選挙以外にも、株主総会の議決
権投票システムなど、多くの投票の機会に拡大されると考える。

調査結果 ⑤ ソフトウエア開発 選挙管理システム・コンサル
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海外企業インターネット調査

引用元：

◀有権者はソフトをダウンロー
ドし、投票箱をインストール。
身分証明を送付し、有権者
登録をする。承認された有権
者は投票が可能となる。

ブロックチェーン技術によりネット
ワーク上でのデータのやり取りを照
合。公開台帳とデータの安全な
管理が可能となった。

▶

調査結果 ⑤

による
ブロックチェーン技術を活用した

投票システムの仕組み

ソフトウエア開発 選挙管理システム・コンサル
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海外企業インターネット調査

国（本社、またはサービス展開先）
‣アメリカ （ローチェスター・ニューヨーク州）

会社プロファイル
‣ 社 年

代表者
‣ （創業者）

現

業種
‣グラフィックアート、イメージングテクノロジー、製造業

スローガン
‣

事業内容
‣写真用品の製造、カメラ・デジタル画像機器の製造

調査結果 ⑥ 写真・カメラ関連商品の製造
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海外企業インターネット調査

主な製品等
‣グラフィックアーツ
‣商業印刷、出版、パッケージング、電子ディスプレイ、
‣映画・産業用フィルム、コンシューマープロダクト
‣ハードウェア、ソフトウェア、消耗品、
‣ソリューションサービス 「 」「 」

従業員
‣約 名

純売上高
‣

‣ （本社）
‣ 日本法人）
‣ プラットフォーム）

調査結果 ⑥ 写真・カメラ関連商品の製造
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海外企業インターネット調査

当該技術導入分野
‣著作権保護

導入技術
‣ブロックチェーン、スマートコントラクト、人工知能 画像認識
当該技術導入背景
‣インターネットの普及により、誰でも簡単に写真や動画、イラストを複製できるようになったため、デジタル著作権に
関する問題が増加している。無意識に他人の所有権を侵害している例も多い。著作者が侵害を見つけることも容
易ではなく、正当な報酬が支払われないケースが多い。コダック社は、写真家にフェアな形でライセンス供与が行わ
れる手段を常に模索していた。
導入目的
‣写真家の著作権管理の支援により、ライセンスの保護に関する料金決済を容易にするために、 年に
デジタルと提携、「著作物の管理」・「違法利用の発見」をブロックチェーンで、「写真の購入や料金の徴収」をス
マートコントラクトにより管理・自動化することを目的とした。
当該技術導入効果
‣ブロックチェーン基盤の画像著作権プラットフォーム「 」は、独自仮想通貨の「 」と連動し
ており、写真家はコダックワンを使うことで自分が撮影した写真を安全に保管し、著作権を追跡できるようになった。
それにより、写真家はライセンスを安全に管理し、適正な報酬も受け取る事が可能となった。また、コダック社は

のプラットフォームにより、 万ドル（約 億 万円）のライセンス収入を得たと言われている。

当該技術の将来性
‣写真だけではなく、ブロックチェーンを活用することで、作成者を証明し、オンラインシステム上で迅速かつ透明性を
担保した著作権管理が可能となり、教育コンテンツ、音楽、映画、 、電子書籍などへの拡大が期待される。

調査結果 ⑥ 写真・カメラ関連商品の製造
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海外企業インターネット調査

引用元：

ブロックチェーン技術を活用し
た、暗号化されたデジタル元
帳として著作権を管理し、写
真家はここに新作を含めた自
作品を登録して、このプラット
フォーム内でライセンス供与す
る。

調査結果 ⑥ 写真・カメラ関連商品の製造

参加する写真家は、作品販
売後直ちにライセンス料を受
け取ることができ、プロ、アマ
チュアを問わずブロックチェーン
技術を使用した安全なプラッ
トフォームで作品を安全な販
売が可能となる。
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海外企業インターネット調査

調査結果 ⑦

国（本社、またはサービス展開先）
‣イギリス（ロンドン）

会社プロファイル
‣ 年 設立

代表者
‣ （ 年 月時点）

業種
‣ソフトウエア開発（食品トレーサビリティ）

ビジョン
‣消費者に良いブランドの透明なサプライチェーンを提供する。

事業内容
‣自社で、ブロックチェーンを活用したサプライチェーンのプラットフォームを開発し提供している。

ソフトウエア開発 食品トレーサビリティ

29



海外企業インターネット調査

主な製品等
‣

食品トレーサビリティのプラットフォーム

従業員
‣社員 名

純売上高
‣非公開（非上場企業）

‣

調査結果 ⑦ ソフトウエア開発 食品トレーサビリティ
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海外企業インターネット調査

当該技術導入分野
‣食品サプライチェーン トレーサビリティ

導入技術
‣ブロックチェーン技術

当該技術開発背景
‣現代のサプライチェーンは、原材料から消費者が手にする最終的な商品に至るまでの製造と物流のすべてのつ
ながりが、 以上の工程と数十以上の地理的に異なる拠点をつなぐ場合もある。これにより、各工程の確認、
問題の調査がとても難しくなっており、確実な情報を入手する手段がなく、不透明な状態である。

開発目的
‣ブロックチェーン技術は、透明性とセキュリティーの両方を担保しており、その特性を活用し、サプライチェーンのト
レーサビリティの透明性と信頼性を確保する。

当該技術開発効果
‣企業は、原材料から消費者に届くまでのサプライチェーンやプロダクトの製造方法、環境への影響などに関して
透明性を保つことができ、人々の信頼を得ることが期待されている。

当該技術の将来性
‣ 年には、マグロ漁業の社会的サステナビリティ指標を測定する携帯ベースのブロックチェーン・アプリによるパ
イロットプロジェクトをインドネシアで展開した。 の活動は、 にとどまらず、世界への広がりを見せ
ている。このように食品以外にも、ダイヤモンドなどの高級品のサプライチェーンにもブロックチェーン技術の活用な
ど（英： 社）、様々な商品への拡がりが期待される。

調査結果 ⑦ ソフトウエア開発 食品トレーサビリティ
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海外企業インターネット調査

引用元：

の食品トレーサビリティーシステム
スマートコントラクトは認証機関より直接とりこまれたデータを、ブロックチェーン上の証明書と照合する。

どのようにブロックチェーン上で証明書データを保持するか。
• に対し、例えば、“ の
証明書があり、ライセンス番号は です。”との情報を渡す。

• は、証明書を承認するため、契約上に パブリッ
クなブロックチェーンのコード ライセンス番号を渡す。

• （ というツールを用いて） のライセン
スチェッカーを確認し、証明書の更新日を回収する。

• もし、証明書が有効であれば、 は認証と更新日
の情報を保管するとともに、 の証明
書印をブロックチェーン上に保存する。

調査結果 ⑦ ソフトウエア開発 食品トレーサビリティ
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海外企業インターネット調査

調査結果 ⑧

国（本社、またはサービス展開先）
‣イギリス（ロンドン）

会社プロファイル
‣ 年 月に設立

代表者
‣

創業者・

業種
‣ソフトウエア開発（ダイヤモンド・美術品のトレーサビリティー）

ミッション
‣

‣透明性が極めて重要な市場において、透明性と信頼に貢献する。

事業内容
‣トラストレスで透明かつ相互運用可能な電力の取引プラットフォームを提供

ソフトウエア開発 ダイヤモンド・美術品のトレーサビリティ

33



海外企業インターネット調査

主な製品等
‣ エバーレッジャー

ブロックチェーン技術を用いてダイヤモンド・宝石・希少な鉱物や金属・ワイン・アート等といった貴重な資産の来歴を
管理するプラットフォームを提供している。

従業員
‣約 名

純売上高
‣非公開

‣

調査結果 ⑧ ソフトウエア開発 ダイヤモンド・美術品のトレーサビリティ
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海外企業インターネット調査

当該技術導入分野
‣ダイヤモンドや美術品の物流管理・トレーサビリティ

導入技術
‣ ブロックチェーン、 、

当該技術開発背景
‣ダイヤモンドは国際市場で宝石として高値で取引される一方、紛争地域で産出されるダイヤモンドは武器
購入やテロ活動の資金源となる他、マネーロンダリングや保険金詐欺の犯罪が問題となっているが、サプライ
チェーンは紙で管理されており、紛失や改ざん可能性がある。

開発目的
‣ブロックチェーンの技術により、全世界的な取引の透明性確保、情報の安全性を担保する。

当該技術開発効果
‣原産地から消費者までを網羅した取引の全プロセスで透明性を確保し、必要に応じて、銀行、保険会社、
ディーラー、消費者のすべてが各ダイヤモンドの履歴を自由に閲覧可能となった。これにより、透明性の高い
取引が行えるだけでなく、マネーロンダリングや保険金詐欺など、犯罪の防止も見込む。

当該技術の将来性
‣鉱物、高級品、ワイン、芸術作品などの、原産地や透明性が非常に重要となる他の分野にも視野が拡が
りが期待されている。

調査結果 ⑧ ソフトウエア開発 ダイヤモンド・美術品のトレーサビリティ
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海外企業インターネット調査

引用元：

のダイヤモンドのトレーサビリティーシステム

調査結果 ⑧ ソフトウエア開発 ダイヤモンド・美術品のトレーサビリティ

ダイヤモンドの取引履歴と併せて、ダイヤモ
ンドに刻印されたシリアルナンバー、形状、
カッティングスタイル、サイズ、カラット数など
といったダイヤモンドを識別するための の
メタデータをブロックチェーンに記録。
世界の主要なダイヤモンド認証機関との関
係構築からはじめ、これまでに 万個を
超えるダイヤモンドの情報をブロックチェーン
に記録している。
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海外企業インターネット調査

調査結果 ⑨ メルク株式会社

国（本社、またはサービス展開先）
‣ドイツ（ダルムシュタット

会社プロファイル
‣ 年 月 日 設立

代表者
‣ （ 年 月時点）

業種
‣化学・医薬品・医療分野

ビジョン
世界中の人々がより豊かな生活を送ること

事業内容
‣ヘルスケアビジネス
ひとりでも多くの患者さんに寄り添い、命を支え、人々の生活により良い変化をもたらす

‣ライフサイエンスビジネス
ライフサイエンスの研究分野において、最高クラスのラボ用製品・機器・技術およびサービスを提供し、研究
成果の向上に貢献する

‣パフォーマンスマテリアルビジネス
高い性能が要求されるハイテク素材や特殊化学製品を開発する

化学・医薬品製造
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海外企業インターネット調査

主な製品等
‣がん、腫瘍免疫、不妊治療などの領域に対する医薬品や医療機器の提供
‣科学者およびエンジニアに最高クラスのラボ用製品、技術およびサービスを提供
‣ディスプレイ・照明用の液晶材料や 材料の提供
‣塗料や化粧品用のエフェクト顔料の提供
‣電子機器・半導体産業用のハイテク材料の提供

従業員
‣ 人（ 年 月 日時点）

純売上高
‣ 百万ユーロ（ 年）

‣

調査結果 ⑨ メルク株式会社 化学・医薬品製造
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海外企業インターネット調査

当該技術導入分野
‣医薬品サプライチェーン トレーサビリティ

導入技術
‣ブロックチェーン、

当該技術導入背景
‣世界保健機関（ ）によると、世界で違法ウェブサイトで購入した医薬品の 以上が偽造品、また偽
造医薬品を服用したことが原因で約 万人が命を落としていると推定。一般の人々が偽造医薬品かどうかを
見極めるのはほぼ不可能と言われ、世界的な問題となっていた。

導入目的
‣ブロックチェーン技術と を用いて、医薬品の透明性・信頼性の高いサプライチェーン管理システムを開発し、会
社のビジネスと顧客の安全を確かなものにする。

当該技術導入効果
‣ブロックチェーン技術と を使用することで、安全なサプライチェーン管理のもとで製品の真正性を証明でき、例え
ば、安全保障マークのついている製品のサプライヤーが実際に製品の供給者であったかどうかを確認するなどの完
全性の検証が可能となった。

当該技術の将来性
‣米食品医薬品局（ ）は、国際企業 社（メルク、 、ウォルマート、監査法人 ）と提携し、概
念実証コード（ ）のブロックチェーンネットワークを構築し、処方薬の物流に関するデータを共有して追跡する
医薬品サプライチェーン業界にブロックチェーンを採用。今後も政府機関を主体としたブロックチェーン基盤のサプラ
イチェーン管理が進むと見込まれる。

調査結果 ⑨ メルク株式会社 化学・医薬品製造
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海外企業インターネット調査

メルクによる、ビジネスと顧客を守るための製品識別とブロックチェーン技術を組み合わせた新しいセキュリティーの取り組み

化学的特徴や 、画像パターンといった製品の特徴を”指紋”として識別する。
人工知能で、製品の固有な指紋情報をコンピューターで読み取る。
処理された情報は、ブロックチェーン基盤のシステムで安全に管理される。
製品情報は、サプライチェーンのどの工程においても追跡が可能で、固有の指紋やデジタル署名により真正性を照合

することができる。
もし、製品の固有の”指紋”で認証エラーが発生した場合は、偽造品と識別され、顧客に被害を与えてしまう前に、直

ちに対応策が取られる。
引用元：

調査結果 ⑨ メルク株式会社 化学・医薬品製造
草野
修正
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海外企業インターネット調査

調査結果 ⑩ゼット・エフ・ジャパン株式会社

国（本社、またはサービス展開先）
‣ドイツ（フリードリヒスハーフェン

会社プロファイル
‣ 年 設立

代表者
‣ （ 年 月時点）

業種
‣自動車関連部品のグローバル・サプライヤー

ビジョン
‣未来の形成に貢献

事業内容
つの技術領域と つの分野を事業の柱とする。
‣ つの技術領域：
車両の動作制御（コントロール）、統合安全、運転の自動化、 モビリティ
‣ つの事業分野：
乗用車、商用車（大型を含む）、産業機器（建機、風力発電、船舶）

自動車関連部品卸売
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海外企業インターネット調査

主な製品等
‣自動車関連部品の提供
‣開発・生産・販売・サービスのネットワークをグローバルに構築し、世界中の自動車メーカーに先進技術を提供
‣電動化、ハイブリッド技術、軽量化、コネクテッド・ビークル（インターネット常時接続車）分野の開発
‣ を使った車載コンピューターや電動化技術の開発

従業員
‣ 人（ 年 月 日時点）

純売上高
‣ 百万ユーロ（ 年）

‣

調査結果 ⑩ ゼット・エフ・ジャパン株式会社 自動車関連部品卸売
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海外企業インターネット調査

当該技術導入分野
‣自動車用ウォレット

導入技術
‣ブロックチェーン（

当該技術導入背景
‣電気自動車は走行可能な距離が比較的短く、頻繁に充電しなければいけないが、充電ステーションによって決
済システムが異っていた。

導入目的
‣ブロックチェーン基盤のスマートコントラクトを活用し、電気自動車の利用者が抱える充電ステーションでの決済シ
ステムの煩雑さを解決する革新的な決済システムを開発する。

当該技術導入効果
‣利用者は充電ステーションを利用するごとに登録したりログインしたりする必要はなく、電気自動車を充電ステー
ションに接続すると、バッテリーが充電され、 が支払いを行うため、利用者の充電ステーションでの支
払い手続きの簡素・簡略化が実現する。

当該技術の将来性
‣可動性をさらに高める技術は自動運転車や電気自動車と関係性が強く、新しいモバイルサービスを可能にする。
カーシェアリングへの導入や電力システムや配達サービスへのエネルギー供給への展開が将来見込まれる。

調査結果 ⑩ ゼット・エフ・ジャパン株式会社 自動車関連部品卸売
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海外企業インターネット調査

引用元：

自動車用ウォレット
電気自動車のユーザーにとっては、短距離での走行、頻繁な充電が課題となっている。充電スポットを見つけたとしても、
充電ステーションのタイプが異なっていたり、支払い対応カードが異なったり、また支払い方法が違っていたりと、手間取る
ことがある。
それを克服するために、 は そして と革新的な を開発。それにより便利な決
済システムの提供が可能となる。

利用者は により高速料金所や駐車場、充電ステーションでそのまま料金を支払うことができ、またカーシェア
リングの料金を支払ったり、電気系統へのエネルギー供給や配達サービスの料金も支払うことができる。

調査結果 ⑩ ゼット・エフ・ジャパン株式会社 自動車関連部品卸売
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海外企業インターネット調査

調査結果 ⑪

国（本社、またはサービス展開先）
‣オーストラリア（パース）

会社プロファイル
‣ 年 月 設立

代表者
‣ （ 年 月時点）

業種
‣ソフトウエア開発（電力供給システム）

ビジョン
‣
エネルギーンの民主化を目指す。

事業内容
‣ブロックチェーンを活用した、エネルギー供給のためのプラットフォームの開発・提供をおこなう。

ソフトウエア開発 電力供給システム）
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海外企業インターネット調査

主な製品等
エネルギー供給の電子取引ソフトウエアプラットフォーム上の製品
‣ やμ （ エネルギーの電子取引）
‣ （電力会社向けのソリューション）
‣ （コミュニティーがインフラを整備して利益をシェアするためのソリューション）
‣ （電気自動車の充電スタンド）
‣ と （カーボンクレジットの取引）

従業員
‣ 名 年 月）

資金調達合計額
‣ 万ドル

‣

調査結果 ⑪ ソフトウエア開発 電力供給システム）
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海外企業インターネット調査

当該技術導入分野
‣エネルギー

導入技術
‣ ブロックチェーンとコンソーシアム型のブロックチェーンを併用

当該技術開発背景
‣電力コストには電気の生産と流通の仕方において市場の歪みを生む多くの要因があり、高価な高炭素電
力（化石燃料を利用した電力精算）の利用という現状生み出していた。

年 月に発効した「パリ協定」では、「世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて2℃より十分
低く保ち、1.5℃に抑える努力をする」という「2℃目標」が打ち出された。その実現のためには、 など温
室効果ガスの排出量をできるだけ減らす「低炭素化」の取り組み行われるようになっている。

開発目的
‣個人が熱エネルギーの電力化等により生じた余剰電力を、電力会社に売却するよりも高値で売却すること
ができる、安全な電力の取引を可能にするためのプラットフォームを開発する。

当該技術開発効果
‣規制緩和が進み、消費者が主体的に電力を選び、売電もできる分散化の流れの中で、低コストで信頼で
きる環境にも優しい電力供給システムを実現した。

当該技術の将来性
‣オーストラリアでスタートしたこのブロックチェーンベースのエネルギー取引プラットフォームは、関西電力を始め、
国内外のさまざまな電力会社との提携を始めており、様々な国で公共事業を含めたビジネスが展開され始
めている。

調査結果 ⑪ ソフトウエア開発 電力供給システム）
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海外企業インターネット調査

引用元：

がオーストラリア政府のスマートシティイニシアチブと協力し 年から実施している、 やμ を
活用した再生可能エネルギー ％の住宅開発計画モデル

ブロックチェーン対応の住宅、水道と電力用のマイクログリッド供給ネットワーク、および敷地内の共有バッテ
リーを備えた、エネルギー効率の高い住宅開発のモデルケースとなる。

調査結果 ⑪ ソフトウエア開発 電力供給システム）
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海外企業インターネット調査

調査結果 ⑫

国（本社、またはサービス展開先）
‣エストニア（タリン）

会社プロファイル
‣ 年に設立

代表者
‣

業種
‣ソフトウエア開発（人材雇用）

ミッション
‣

‣人事や人材紹介会社を仲介せず、自分の能力を立証する機会と知識や能力に見合う報酬を人々に提供す
る のエコシステムを構築する。

事業内容
‣就職と人材雇用の場を提供するプラットフォームの提供・開発

ソフトウエア開発 人材雇用
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海外企業インターネット調査

主な製品等
‣

をベースにした次世代の募集プラットフォームで、スマートコントラクトにより従業員を雇うプラット
フォームを提供

従業員
‣ 名規模

純売上高
‣不明

‣

調査結果 ⑫ ソフトウエア開発 人材雇用
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海外企業インターネット調査

当該技術導入分野
‣人材雇用

導入技術
‣イーサリアム、 スマートコントラクト

当該技術開発背景
‣ これまで人材雇用や就職活動においては、よい人材の確保、候補者の選定、個人の能力についての裏付
け等の問題、求職者側は自分に合った仕事探しが難しい、など企業と求職者のマッチングにコストおよび時
間がかかる問題があった。

導入目的
‣雇用の際の雇用主側の負担を軽減し、従業員側がもっと簡単に自分の能力や知識に見合った就職がで
きるように、ブロックチェーン技術（イーサリアム）を活用し、個人のスキル、推薦、仕事経験を管理する履歴
書および経歴書代わりのシステムを構築する。耐改ざん性の特性からスキルの確実性を保証する。

当該技術開発効果
‣求職者はブロックチェーンに業績、資格、経験など履歴・経歴を保存することで、自らのスキルを証明できる。
企業はデータを元に、仕事にふさわしい人材を選定することができ、企業が雇用に費やすコストや時間をを最
小限に抑えることが可能となる。

当該技術の将来性
‣人材市場における雇用者と被雇用者のミスマッチや雇用プロセスの遅れ、そして経歴誇張などは万国共通
で課題となっている。日本でも同様のシステムの開発が進むなど、世界的な採用が期待される。

調査結果 ⑫ ソフトウエア開発 人材雇用
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海外企業インターネット調査

引用元：

調査結果 ⑫

の雇用スキーム

（ワーク）トークンは のユーティリ
ティトークンで、友人をオープンな仕事に推薦し、そ
の人物が面接を受けるか雇用されることで得られ
る。専門能力や技術を証明する書類を提出して

（ワーク）トークンを取得することも可能。

また、自分自身で面接を受けたり仕事のオファーを
受けたりすることでも同じく取得できる。利用者は
知識を共有したり、講座の受講、イベント参加な
どによっても （ワーク）トークンを取得でき、
企業が信頼できる真正性の高い履歴書を作成で
きる。

調査結果 ⑫ ソフトウエア開発 人材雇用
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海外企業インターネット調査

調査結果 ⑬
◆視察対象 ： インターネット

国（本社、またはサービス展開先）
‣創業地はエストニア、現在はスイス（ローザンヌ）に本拠地を置く

会社プロファイル
‣ 年に設立

代表者
‣

兼

業種
‣ソフトウエアセキュリティー開発（個人情報管理）

ミッション
‣

‣これまで築き上げた技術を活用し、パートナーと共に、最も質の高い企業向け製品を作る。

事業内容
‣ブロックチェーン技術を活用したシステム開発

ソフトウエアセキュリティ開発 個人情報管理・認証システム
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海外企業インターネット調査

主な製品等
‣
ブロックチェーン海上保険プラットフォーム。海運会社 モラー・マースクが導入。
‣
保健医療に関わるデータ管理。エストニア政府が導入。
‣
電子通信業者向けの、セキュリティーや通信のソリューション提供。 年に米ベライソンとパートナーシップを結ぶ。
‣
自動監査やコンプライアンス業務のための テクノロジーの活用。
‣
サイバー攻撃にさらされている、政府や民間企業向けのコンピュータ・ネットワークのプラットフォーム。
‣
暗号保管のための、カスタマイズされたハードウエアとソフトウエア。スイスの 社とのパートナーシップ。
‣ 、
製造業、保守、生命科学、電気通信業界等のサプライチェーン向けのソリューション。
‣その他、 、 、 など。

従業員
‣約 名

純売上高
‣ 万ドル（推定）

‣

調査結果 ⑬ ソフトウエアセキュリティ開発 個人情報管理・認証システム
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海外企業インターネット調査

当該技術導入分野
‣セキュリティー認証システム

導入技術
‣ ブロックチェーン（ ：キーレス署名基盤）

当該技術開発背景
‣エストニアでは、 年に銀行・通信・政府機関・報道機関など国の主要機関に対して大規模なサイバー
攻撃が行われ、ネットワークやシステムが麻痺し、社会が大混乱となった。それ以降サイバーセキュリティー対
策に力をいれており、その一環として 社のブロックチェーン技術を導入した。

開発目的
‣国民が電子 を活用することで、住民情報・医療記録の管理や閲覧・納税・投票など、多くのサービスをオ
ンライン上で利用できる環境を提供する。

当該技術開発効果
‣国民の利便性の向上に加えて、行政側も大幅なコストの削減を実現した。

当該技術の将来性
‣アメリカの軍需企業ロッキード・マーティン社をはじめ、 、 といった組織とのサイバーセキュリティー
分野での展開も進んでいる。

調査結果 ⑬ ソフトウエアセキュリティ開発 個人情報管理・認証システム
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海外企業インターネット調査

引用元：

エストニアでは 使ったブロックチェーン技術が 年からテストされ、 年から運用開始となった。

一定のブロックを連結し分散台帳を実現するブロッ
クチェーンと比べ、 とは秒単位のハッシュツリー
（マークルツリー）を“ブロック”として捉え、そのブロッ
クを入力とし、さらに大きなハッシュツリーへと“チェー
ン”させる。

ブロックチェーンが目指しているのは、「信頼でき
る第三者機関」に依存しない仕組み（ハッシュ関
数にのみ依拠し、トラストに依拠しない）であり、電
子署名方式のタイムスタンプ局のようにルート認証
局（タイムスタンプ局の電子署名用の電子証明
書を発行する第三者機関）を持たないばかりか、
時刻配信局 も持
たない。

調査結果 ⑬

様々なガードタイムのサービスで活用されている、情報管理におけるキーレス署名の仕組み

ソフトウエアセキュリティ開発 個人情報管理・認証システム
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海外企業インターネット調査

とは
‣選挙から行政サービス、教育、医療、警察、居住権に至るまでをインターネットでの対応を可能とする
「電子政府（ ）」のこと。

電子政府導入の背景と目的
‣ 年の旧ソ連からの独立直後、国の立て直しが急務となったが、通信インフラはほとんどない状況だった。
主力産業もなく、資源も限られており、政府は 技術を活用して生産性を高めることに積極的投資を行っ
た。

‣人口密度は キロ平方メートルあたり 人とかなり低く、領土内には島も多いため、全国民（ 万人）に
行政や銀行のようなサービスを提供するには大きなコストが必要であった。このため、限られた予算と人材を
活用しつつ、国民に様々な行政サービスを提供していくには、インターネットを活用して各サービスの電子化の
推進が必要だった。

‣旧ソ連の支配下において、バルト 国の中では、エストニアが 関連に強みを持っていた。そのため、人工知
能などを研究していた最先端技術の研究所（サイバネティクス研究所）があり、政府はこの優秀な人材に
注目した。
結果として、その研究者たちは国家システム基盤を構築する上で、大きな貢献を果たした。

調査結果 ⑭ 政府
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海外企業インターネット調査

電子政府の導入実績と効果
‣全てのエストニア居住者は電子身分証明書を保持し、 の行政サービスはオンライン化されている。
‣エストニア国民は税務申告、選挙等の利便性を得ることで、 への信頼を高めている。
‣エストニア政府の 年の取り組みが評価され、 ％の国民が を所有するまでに至っている。
‣ を活用することで、国民の多くが時間とお金を節約しているだけばかりでなく、民間企業が
次々に新しい技術を開発している。

電子政府活用事例
‣国民 カード は、子供が生まれるとコンピューター上で個人番号が支給され、出生届もできる。
子供の学校情報にアクセスでき幼少期に希望の学校に入学申込ができる。

では、 がパスポートの代わりになる。
‣電子投票制度 は、コンピュータ上での投票することが出来る。
日間選挙期間中は投票する候補者の変更も可能。
国民の ％がこのシステムを使って電子投票しており、海外からの投票も可能となっている。
投票所に向かう必要がないので、年寄りの参加も年々増えきている。

‣電子署名制度 は、政府と企業、大学が連携してシステムを構築した。
オンラインでサインが可能で、これにより の ％のコストが節約された。
‣電子学校 では、在学している高校の成績や提出宿題等の情報を本人と両親がアクセスして
共有することが出来る。
欠席した場合でもシステムにログインし、宿題を確認することができる。
‣電子医療制度 では、個人の今までの診療結果や薬の処方を内容確認でき、個人は
医療機関がアクセスした内容を確認できる。

調査結果 ⑭ 政府
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海外企業インターネット調査

とは
‣選挙から行政サービス、教育、医療、警察、居住権に至るまでをインターネットでの対応を可能とする「電
子政府（ ）」の取り組みが進められている。

導入背景
‣ 年の旧ソ連からの独立直後、国の立て直しを急務となったが、通信インフラはほとんどない状況だっ
た。主力産業もなく、資源も限られており、政府は 技術を活用して生産性を高めることに積極的投資
を行った。

‣旧ソ連の支配下において、バルト 国の中では、エストニアが 関連を担っていた。そのため、人工知能な
どを研究していた最先端技術の研究所（サイバネティクス研究所）があり、政府はこの優秀な人材に注
目した。結果として、その研究者たちは国家システム基盤を構築する上で、大きな貢献を果たした。

導入目的
‣人口密度は キロ平方メートルあたり 人とかなり低く、領土内には島も多いため、全国民に行政や銀
行のようなサービスを提供するには非常にコストが掛かっていた。
限られた予算と人材を活用しつつ、国民に様々な行政サービスを提供していくには、インターネットを活用
して各サービスの電子化の推進が必要だった。

調査結果 ⑭ 政府
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海外企業インターネット調査

開始年 内容

年 電子内閣 電子税務申告 モバイルバンキング

年 電子データ共有システム

年 電子学校 電子署名制度 国民 カード

年 公共サービスオンライン化

年 国民 カードでバス利用可能

年 電子警察制度 電子投票制度

年 電子交渉人制度 電子裁判所制度

年 モバイル 会社登記ポータル

年 ブロックチェーン 電子医療制度

年 電子薬剤処方制度

年 電子企業登記制度 スマート・グリッド

年 電気自動車充電ネットワーク

年 電子公共サービス政策提案書

年 道路管理サービス エストニア電子市民制度

年 電子領収書

年 北欧 共同研究所 データ大使館

年 電子化に基づく積極的政府の構築 電子処方箋

年 合法化 電子行政報告

年 公共機関での 利用実績 公共サービスの透明化

ロードマップ
調査結果 ⑭ 政府
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海外企業インターネット調査

引用元

電子データ共有システム
システムの概要

‣ は分散されたデータベースをセ
キュアに連携させるプラットフォーム。
‣「 」は、エストニアのデジタル行
政サービスを可能にする様々なテクノロ
ジーの中でも、核となる技術。
‣ は分散されたデータベースをセ
キュアに連携させるプラットフォーム。
‣各行政機関、医療機関、研究機関
などを連携させることで、通常なら大
量のペーパーワークが発生するような作
業をワンストップで完了させることがで
きる。

利用実績（ 年 月現在）
‣ の機関と企業が連携
‣ の公共機関
‣ の異なるサービス
‣年間 億ドル以上の取引

調査結果 ⑭ 政府
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調査結果 ⑮ スタートアップ・エコシステム

スタートアップ エストニアの概要
‣エストニア電子市民制度 により、どの国の人間でもデジタル上でエストニアの仮想居住者に
なることができ、 上での起業手続きや電子署名が利用可能となった。この制度により、エストニアで
は世界中の起業家がビジネスをスタートしやすい環境となった。

‣エストニアは 立国をビジョンに掲げ、 年までにスタートアップを 社を生み出そすことを計画してい
る。国家を強くするためにリーダー達が次々に行動を起こしていて、経験豊富なエストニアンマフィア ベン
チャー、スタートアップとして世界で活躍している人々 がメンターとなり、起業の つのステージ（スタートアッ
プマインドセット、プレスタートアップ、スタートアップ、スケールアップ）でそれぞれ役割を分担し、スタートアッ
プをサポートする体制を整えている。

‣教育機関とスタートアップ企業の距離を縮める取り組みも積極的に行なっており、スタートアップの教育を
行っている 件以上の学校へ教育支援を行った。

スタートアップ・ビザ制度
‣ 年 月に開始。 地域外からエストニアでの起業を希望する人や、 域外の人材を雇用したいエ
ストニアのスタートアップ企業に向けたビザ。 年間で延べ 人以上の申し込みがあり、約 人が審
査に合格し、エストニアへの移住権利を得た。

スタートアップ
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調査結果 ⑯ エストニアの 教育

Estonian Tiger Leap財団によるTiger Leap基金
‣Tiger Leap基金は 年代後半から、国内の教育レベル向上を目的として学校へのコンピューター

導入やネットワークインフラ整備を支援する組織。

Prog Tigerプログラム
‣インフラ整備の次のフェーズとして 年に開始されたのが” Tiger”（プログラミング・タイガー）。
‣小学生から高校生までを対象にした全国レベルの 教育イニシアティブで、プログラミングやロボット開発

などを通じて テクノロジーに関する基礎知識・スキルを醸成を目的としてる。
‣小学１年生からアプリ開発のクラスがあり、このような カリキュラムが スキル養成に役立ち、 に貢

献しているとも言われている。

Smartlabプロジェクト
‣Skype、 等の 企業が賛助する半官半民の事業。
‣10〜 歳の子どもたちが、ロボット工学、プログラミング、モバイルアプリ、 デザイン等を趣味〜放課

後の活動として学ぶ。 ” ”のフォローアップする課外活動として行われている。

アントレプレナーシップ（起業家精神）教育
‣IT教育やアントレプレナー教育により、エストニアが多くのスタートアップ企業を輩出している。
‣アントレプレナー教育の代表例がエストニア屈指の理系大学タリン工科大学のプレインキュベーションプロ

グラム「スターター・タリン（ ）」。
‣このプログラムは、タリン工科大学だけでなく、タリン大学やエストニアビジネススクール、エストニア芸術アカ

デミーなど他大学の学生や高校生も参加でき、 年から累計 チーム以上、約 人が受講
している。

教育
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麻生情報ビジネス専門学校

令和元年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」
スマートコントラクトを使用したシステム開発人材の育成

スマートコントラクトの利用事例・人材ニーズ等に関する調査

国内視察調査報告書
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国内視察調査

調査概要

●調査目的

●調査対象

●調査期間

●調査手法

●調査担当

●調査項目

教育プログラム開発に向けた情報収集を行い、カリキュラム、シラバス、教材、評
価指標等といった教育プログラムに必要な要素について調査し、教材作成の基
礎データとする。

当該技術を利用した開発等に取り組む首都圏の企業 社程度

令和元年 月 日～令和元年 月 日

聞き取り調査

麻生情報ビジネス専門学校 志水徹

‣ブロックチェーン技術の活用事例
‣スマートコントラクトの活用事例
‣スマートコントラクト関連の人材育成
‣スマートコントラクト関連人材の調達 等
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国内視察調査

調査スケジュール

日程 社名 調査進捗

（水） 株式会社ナレッジコンスタント 訪問完了

（水） バレットグループ株式会社 訪問完了

（火） 株式会社 訪問完了

（水） イオン株式会社 訪問完了

（木） 株式会社 訪問完了
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2. 国内視察調査

調査結果 ①株式会社ナレッジコンスタント

◆視察対象者 ： 代表取締役 乘浜誠司氏 新規事業立上準備室リーダー 後藤ゆうき 氏

会社プロファイル

‣平成 年 月 日 設立

事業内容
‣ （統合業務パッケージ）の導入コンサルティング、アドオン開発、教育・保守
‣ 等による 開発の企画・計画・設計・構築・保守
‣クライアント サーバー開発の一括請負業務
‣各種業務アプリケーションソフトウェア開発に伴うコンサルティング業務
‣ ・マルティメディア・インターネット関連事業
‣組織編成・メンタル疾患是正等の各種コンサルティング 等

ビジョン
‣企業における「業務及び組織」両面において 化、効率化を図ることにより、生産性（会社利益）の
最大化をサポートする。

主たる商品
‣ …次世代戦略的マッチングツール
‣PODSYSTEM…メンタルヘルス対策ツール

‣
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調査結果 ①株式会社ナレッジコンスタント

2. 国内視察調査

●ブロックチェーン技術、スマートコントラクトの活用事例

‣医療情報提供システム
ブロックチェーンを用いて患者情報を管理するシステム。
本人認証としてトークンを発行し、患者が情報を提供すると、病院からポイントが付与される仕組み。
ポイントは医療費に利用でき、情報提供のメリットとなることで、情報提供の促進を図る。
※現在試作段階。

●当該技術を取り入れた経緯

‣クライアントからの提案。
‣コスト、セキュリティ、データ保持の安心性など、既存システムの問題解決。
‣既存システムとの比較等、実証実験的な要素も含む。
‣ブロックチェーンは分散型だが、分散先の処理能力も相応に必要となるため、確認しながらの進行。
‣以前の新技術を用いた開発経緯を考えると、実用までは数年かかる見込み。
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2. 国内視察調査

●当該技術の将来性
政府では、各府省の業務・システム最適化を推進しており、情報を一元管理するために、情報の信頼性の担
保など、その特性からブロックチェーン技術が注目されている。
また、「ブロックチェーン技術を活用したコンテンツの流通に関するシステムの開発・実証」など、事業への補助金
支援も実施している。
日銀でも 年に「 センター」を設立。ブロックチェーンを用いた金融インフラへの応用の可能性を調査
している。 では、ブロックチェーンを活用した決済用コイン「 コインプラットフォーム」の実証実験を開始。
実験では社員を対象とし、本社近辺の飲食店等でキャッシュレスで決済できる仕組みで、このように公的、民
間ともにいろいろな実証が行われていることから、将来性は高いと考える。
日本は世界的にも にコストをかけすぎているが、ブロックチェーン技術でコスト削減も可能であるため、データセ
ンターからクラウドに移行されてきたように、徐々に定着化していくのではないか。

●エンジニアの採用：今年の採用予定人数
新卒で 名程度
専門学校、大学、文系、理系の割合は、その時の状況により、バランスを取りながら採用している。
プログラマーとしての大学生特に文系 は入社後初めてプログラムを扱うため、適正の有無の判断も入社後と
なりその分リスクがあるが、専門学校生はプログラムに対する適正が有ると判断できるので、その分リスクも少
なく採用しやすい。
コンサルタントなどになると、全体的な設計ができる大学生が有利な面もある。

調査結果 ①株式会社ナレッジコンスタント
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2. 国内視察調査

●現状抱えている人材育成（調達）の側面での課題
エンジニアは出向先企業で引き抜かれてしまうことが多いので、常に必要としている。留学生も増やそうとしてい
るが、日本語力が不足している部分もある。
新入社員は、勉強に対する姿勢。新しい知識・技術を自主的に学べる人を望んでいる。

●人材育成について
‣人材ニーズと知識・技術への期待
ブロックチェーンは、これからニーズが高まっていくと考える。
現時点ではブロックチェーンを扱える人材が少なく、社内で一から教育する場合が多い。
基本的に関東では基本情報技術者試験を持っていればほぼ無条件に採用する会社は多いが、プラス、
ブロックチェーンの知識を持っていれば、さらに需要は高まると思われる。専門学校で学んだ学生には
かなりの強みになる。
オリンピック以降も需要が減少するということはないと考える。

‣当該技術を扱えるエンジニアの育成調達）
基本的に社内育成。人材が足りない場合は、派遣会社からエキスパートを賄うときもある。
社内育成は、あまり難しく考えておらず、入社時は高度な技術や知識を持っていなくても良い。

調査結果 ①株式会社ナレッジコンスタント
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2. 国内視察調査

●取引先などの情報・紹介
‣クライアント側、開発側、どちらでも紹介は可能。
クライアント側：導入分野：保険契約、決済用コイン、不動産担保、農業流通等
開発側：日本ブロックチェーン協会加盟企業。

調査結果 ①株式会社ナレッジコンスタント
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2. 国内視察調査

調査結果 ② バレットグループ株式会社

◆視察対象者 ： 取締役 小幡好昌氏 経営企画室 山本泰大氏

会社プロファイル

‣ 年 月 設立

事業内容
‣インターネトマーケティング
‣ マーケティング
‣システムインテグレーション
‣ヒューマンリレーション

ミッションステイトメント
弾丸の如く、早く速く プロフェッショナルであれ 可能性を追求し、挑戦せよ
逆境こそ仲間と楽しめ 誠実であれ、謙虚であれ
‣ ・・・人とテクノロジーで世界をつなぐ
‣ ・・・新たな価値を創造する
‣ ・・・人を育てられる人を育てる

主たる商品
‣COINCOME…分散型キャッシュバックサービス

‣
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調査結果 ② バレットグループ株式会社

2. 国内視察調査

●ブロックチェーン技術、スマートコントラクトの活用事例

‣キャッシュバックサイト（サイトを通じて買い物等をすると、マイルやポイントなどの対価が付与されるサイト）
「 」というキャッシュバックサイトで、仮想通貨が対価として還元される。
シンガポールの子会社： （ 年 月創立）を通じた取り組みで開発、運用ステージにある。
トークン付与の管理、広告のトラッキングシステムがブロックチェーン上で展開されている。
現在はユーザーの足跡（閲覧・履歴等）を主にクッキーで確認しているが、このシステムではブロックチェーン上
でクロスチェック先のデータベースとして格納している。
ユーザーの動向傾向をパターン化し、ブロックチェーンでのリーズナブルな格納方法の判定を行うプログラムを で
保障（クロスチェック対応）している。
トークンはシンガポールで発行している。当初 を考えていたが、コインチェックなどの問題が続き、国内ではネ
ガティブ傾向だったため、 推進に向けた取り組みを展開しているシンガポールで運用を開始した。
※ICOは使用しなかった。

●当該技術を取り入れた経緯

‣世界に流通する通貨でキャッシュバックサイトを運営するという世界初の取り組みを目指した。
‣ 社の への対応。
日本でも多くの割合を占める 社のブラウザ では、 情報を第三者に提供する割合を徐々
に下げてきている。
広告の追跡技術は の上に成り立っているので、 の情報が無くては仕事が成り立たない。そこ
で に抗する為の技術として、ブロックチェーンの採用を選んだ。
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2. 国内視察調査

●当該技術の将来性
この技術を強化した上で、オープンソース化を検討している。情報技術を学んでいる方々に、いろんな形で転用
してもらうことを構想している。
インターネット広告ビジネスは 兆 千億円の市場規模で、日本ではスマートフォンが中心となってきている。ス
マートフォンの主力シェアは なので、対 となり、まさにど真ん中のシステムの一つであると考える。
他にもブロックチェーンでの記述形態はあるが（ 等）、非常に高価であり運用できる技術
者も限られている。当社ではイーサリウム同様オープンソースであるブロックチェーンをベースとしたオリジナルチェーン
を展開することによって、どんなに の利用性が狭まれたとしても、逃げ道として我々のエコシステムを活か
し続けたい。
このビジネスモデルの会員を増やしていき、マネタイズをより加速化していきたいと考えている。世界的にも当技
術は他に無いものなので、学生の方々にもぜひ学んでほしい。

●エンジニアの採用：今年の採用予定人数等
事業部では新卒で 名を予定している。

新卒・中途の割合は、エンジニアに関しては中途採用が中心。
今年から新卒を迎え入れる育成体制を整えた。※育成枠として新卒も数名採用している。昨年から、システ
ムを使ったシステム講座（ブロックチェーン、 など）に参加して自社に興味を持ってもらい、そこから採用して
いくという取り組みをしている。
他、 で新卒の方もプロパーの方も採用している。

調査結果 ② バレットグループ株式会社

74



2. 国内視察調査

●現状抱えている人材育成（調達）の側面での課題
全く違う分野からのスイッチングは労力がかかるので、その場合は専門機関で育成している。
エンジニアは技術素養、技術の裏付けのある学位、学校機関を卒業された方を対象としているが、技術素養
がありながら営業を望む人材が出てくるようであれば、そのようなスイッチングがあっても良い。
技術系でも学校内で営業的な教育機会があれば、インターネットマーケティングなどは需要があるが、実はその
ような人材がなかなかいない。

●人材育成について
‣人材ニーズと知識・技術への期待
ブロックチェーンに興味・理解を持っていて、どういう形で応用できるのかを学んでいるのであれば良い。
ビジネスの観点での役割として、「技術本位（エンジニア）」、「手続き・処理をブロックチェーンのフローに置き
換えるコンサルティング」の２つの種類がある。
後者に関しては、自社内で解決できるが、前者に関しては日々進化する技術を追いかけるためにも採用し続
けたいと考えている。
トレンドに興味を持ってキャッチアップできる学生さんがいるのであれば是非採用したい。既存の 技術＋ス
マートコントラクトの概要レベルがあれば十分であるが、体系だった理解をしていることが重要。改ざん、脆弱
性などの応用の事例が追加されれば視野が広がる。

‣当該技術を扱えるエンジニアの育成調達）
ブロックチェーンに限らず、先端技術を社内の勉強会や外部教育機関の研修などで育成している。
ビジネス的なトレンドで勝てるように、十分競争力を持てるようにする部分の育成は社内で行っている。

調査結果 ② バレットグループ株式会社
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2. 国内視察調査

参考資料 ② バレットグループ株式会社
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2. 国内視察調査

参考資料 ② バレットグループ株式会社
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2. 国内視察調査

参考資料 ② バレットグループ株式会社
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2. 国内視察調査

調査結果 ③株式会社

◆視察対象者 ： 深津航氏 百合野健氏

会社プロファイル

‣ 年 月 設立

事業内容
‣分散型台帳ソフトウェアの研究開発及び提供

主たる商品
‣
分散データベースソフトウェアである と分散型台帳ソフトウェアである から構成され、電子
署名が付与されたスマートコントラクトを分散トランザクションの形式で実行し、その実行結果を複数の独立し
たコンポーネントで連鎖的に管理することにより、高い耐改ざん性を有しつつ、従来のブロックチェーンにでは実
現が困難であった高いスケーラビリティ、強い一貫性、確定性を実現する。

を使用するため、比較的簡単に習得でき、ワンスクリプトでインストール可能。

‣
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調査結果 ③株式会社

2. 国内視察調査

●ブロックチェーン技術、スマートコントラクトの活用事例

‣ 文書対応と電子帳保存
デジタル手続法…見読性・完全性・機密性・検索性の 技術要件が有り、完全性にはさらに 要項が有る。
そのうちの一つの「バージョン管理」の部分で採用している。
レシートプリンターからどのデータに関してレシートを出したか、証明書を作成しデータを直接送信。システムに取り
込み、電子的エビデンスを作成する仕組み。業者がまたがっても同じデータであることを証明できる。開発中。

‣副業（社会活動等）時の労災事故の補償と総労働時間の管理を両立した新たな勤怠管理サービス
基盤に を提供し、クロスキャット社と共同で開発。三井住友海上火災保険と連携している。
副業申請時の届出情報や副業先での勤怠情報の改ざんを防止する新たな勤怠管理のサービスで、事故報
告（社員から会社）→保険金請求（会社からクロスキャット）→保険金請求（クロスキャットから保険会
社）、この 段階で申請者がすべて違うことがポイント。この順番が違うと改ざんされていることになる。スマートコ
ントラクト技術で改ざんがされないことを担保している。このように労働者の就業時間管理や健康管理、労働
災害発生時の給与補償などの長年の課題を解決することができる。 年スタートを目指している。

‣パーソナルデータ同意管理
パーソナルデータを「同意」に基づいて「確実」に運用するシステム。情報銀行サービスの提供を目指す事業者に
対して、多種類・多数のパーソナルデータに対する「電子的な契約を実行するための基盤」を情報銀行ソリュー
ション・テンプレートとして提供。このようなコンセントマネジメントプラットフォームは、 年には ％ブロック
チェーン対応になると予想されている。
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調査結果 ③株式会社

2. 国内視察調査

‣デジタル・ガバメント実行計画
「デジタルファースト」・「ワンスオンリー」・「コネクテッド・ワンストップ」を実現するための対面取決公的認証サービ
ス。スマートフォンでの電子印、情報の連携、本人確認のオンライン化のデジタルエビデンスの仕組みを作成中。

‣ホームセキュリティ
認知症の方のための訪問販売のクーリング・オフ証明システム。カメラで記録されたやり取りで契約能力がない
ことを証明し、クーリング・オフ申請の書類を自動作成する。現在開発中。
他、このシステムを使用して、スマートフォンで外出先から来客確認・応対ができるインターフォンシステムに、ス
マートコントラクトを活用できないか、という話もある。こちらも高齢者・認知症の方対応。迷子になった方のデー
タをシェアし、他の家のカメラに映った人物の顔認証で迷子になった方を探す。人が介在しないので、プライバ
シーも守れる。

‣介護サービスの不正を防止するシステム
現在、介護サービス事業所の虚偽報告、不正請求が社会問題となっている。その中でも、介護士が介護中
ではないのに、被介護者の怪我などを介護中の事故として保険請求するケースに対応するためのシステム。デ
バイスを被介護者に身につけておいてもらい、 の位置検知機能で介護者との距離を測り、介護状
況を計測、介護中の事故だったのか、それ以外の事故だったのかを判断することができる。また、それにより現
在作成している膨大な介護日報を自動化し、負荷の軽減も図れる。現在企画中。

‣迷子のペットを探すシステム
ペットにデバイスをつけておき、電柱や自動販売機に設置されたビーコンで位置を検知し探すシステム。
東京電力が電柱に防犯カメラやビーコンを設置するプロジェクトが進んでおり、自動販売機でもビーコンが取り
付けられているメーカーもある。現在検討中。

‣他 電子ロックシステム、サブスクリプション、音楽供給、電力販売システムなど
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調査結果 ③株式会社

2. 国内視察調査

●当該技術を取り入れた経緯
既存のシステムは、受け取ったデータを相手のサービスへ問い合わせることで正当性を確認しており、相手のサー
ビスが止まっていたら確認できない。
ブロックチェーンはデータを受け取った時点で正当性が保証されている。そういった点を活用し、スマートコントラク
トを使えば、今まで人の手を介在していたものを自動化することができ、低いコストで高い信頼性を持った様々
なサービスを提供できる。
また、 などのパブリックブロックチェーンは、現在正しいことは保証できるが、過去のブロックを改ざんさ
れても検知できない。過去のブロックも正しいことを確認する場合は、現在から過去にさかのぼり全てのブロック
を検証する必要があるため、時間・コストがかかり、検証が困難。さらにレスポンスも遅い。最近は、仮想通貨
以外ではあまり注目されなくなってきている。
対して、プライベートブロックチェーンは でしか使えないため、 ではプライベートブロックチェーンで 、

を可能にできないか、というコンセプトで開発を始めた。 で提供しているシステムは、トランザクション
オーナーが存在し、それをサービス利用者のスマートフォンや などのデバイスで検証している。また、受け取った
時点のデータをもとに、その前後のブロックを自由に検証できる仕組みにしているため、データを改ざんするにも、
全てのデバイス上のデータを改ざんする必要があり、事実上困難となり、安全性も高い。

●当該技術の将来性
今までは、ビットコインをメインにパブリックブロックチェーンが主流だったが、今後は、様々な要求に対応可能な
プライベートブロックチェーンが主流になってくる。 の事例のように、非金融分野での活用も始まっている。
スマートコントラクトはますます重要になると考える。
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2. 国内視察調査

●エンジニアの採用について
、 の他、紹介などで採用している。新卒は、要求レベルの人材がいない。

調査結果 ③株式会社

●現状抱えている人材育成（調達）の側面での課題
最近は、技術に関して “どのように ” にこだわっている技術者が多いが、それよりも、その技術を使って
“何 ” ができるのかを考える能力、つまり、物事を抽象化できる能力が必要。
様々なブロックチェーン基盤やスマートコントラクト基盤の使い方を理解できており、 、 、 など、需
要に合わせてどの基盤を使えばいいのか、パターン整理ができることが重要である。
パターン整理をするような教材があるといい。

●人材育成について
‣人材ニーズと知識・技術への期待
ブロックチェーン基盤はサービス化されるため、独自にブロックチェーンのコードを書く技術者は直近では増えるが、
徐々に減少すると予想している。それよりも、コントラクトを作っていく技術者は必要（セキュリティのため自分
でつくる必要がある）。
機密鍵・公開鍵の仕組み（安全な配送・管理方法含む）、ハッシュ関数などは理解しておいてほしい。
また、ブロックチェーンは改ざんされる可能性があるものと認識して、改ざんが発生した時のリカバリプロセスなど
も身に付けておいてほしい。
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2. 国内視察調査

調査結果 ④ イオン株式会社

◆視察対象者 ： 事業プロジェクトロジスティックス責任者 氏
イオンモール株式会社 開発本部 西日本開発部長 小路典次氏

会社プロファイル

‣ 年 設立

事業内容
‣小売、ディベロッパー、金融、サービス、およびそれに関連する事業を営む会社の株式または持分を保有するこ
とによる当該会社の事業活動の管理

基本理念
‣お客様を原点に平和を追求し、人間を尊重し、地域社会に貢献する。

‣

氏について
‣ 年にイオン株式会社に入社。店舗、情報システム部（物流ＩＴ）、 コマースなどを経験。その中で、
早期より に関わっていた。その後、マレーシアへ転勤時に マレーシアの （

）のチェアマンとなる。 のブロックチェーン技術を使ったサプライチェー
ントレーサビリティシステムは、 で生まれたパイロットプロジェクト。
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調査結果 ④ イオン株式会社

2. 国内視察調査

●ブロックチェーン技術、スマートコントラクトの活用事例

‣医薬品のサプライチェーントレーサビリティ
マレーシアの と マレーシアが共同で実証実験を行っている。
もともとあった （ ）という 標準のサプライチェーン
トレーサビリティ可視化システムとブロックチェーン基盤を統合させることで、信頼性の高いサービスを提供する。
現在実証実験はフェーズ を進行中。
・フェーズ1…EPCISを使い、現在の状態を確認
・フェーズ2…EPCISシステムとブロックチェーンシステムの統合確認
・フェーズ3…システムのスケーラビリティとコスト面での実現性の確認

●当該技術を取り入れた経緯
マレーシアの医薬品業界は偽物が横行しており、中には命に関わるような案件もある。本物と認証するために
ホログラムを貼り付けているが、そのホログラム自体が本物かは簡単には証明できていない。そのため で実
現可能か実証しようとしたが、 は、
・「 ：誰が、どこで、いつ、何を、どうした、どのように」が識別できる。
・バーコード、 コード、 などが確立できている。
・拠点間の移動、合流等の流れ（ダイナミックデータ）を追跡できない。
・データを他の分野で活用・共有できない。
といった、一長一短があった。より信頼性、完成度の高いシステムを提供するために、ブロックチェーンのレイヤー
を加えることで短所を改善しようと考えた。
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2. 国内視察調査

●当該技術の将来性
現在は実証実験段階であるが、この仕組みがコスト的にもメリットがあることが実証できれば、一気に標準化
が進むことも考えられる。
東南アジア諸国も、動向を気にしており、メコンエリアではトレーサビリティプロジェクトの話がでている。日本のよ
うに、縦割り行政などの弊害を有し、既存システムが確立されていると、導入自体が難しいが、東南アジアは
の歴史が浅く、既存システムが確立しているわけではないので、導入が始まれば浸透は早いと考える。
特にマレーシアは、政府が協力的で良いアイデアは法律化してくれるため、実験をするには良い国である。

調査結果 ④ イオン株式会社

●人材育成について
‣当該技術を扱えるエンジニアの育成調達）
情報システムの機関はあるが、教育できていない。

‣現状抱えている人材育成（調達）の側面での課題
因果関係がはっきりした実績データがあり、機械学習で判断できるものはいいが、全ての分野がそれに当ては
まるわけではない。イオンでは、部分的には ツールを導入して成功している部署もあるが、企業としてはま
だまだ弱い。特に古い人間は拒否反応などをおこすことがあるが、最新技術がどういうものなのかは、もちろん
知っておく必要がある。それを知った上で最新技術を共存できる人材が今後は求められる。社外研修など、
教育の場を設けていく必要があると考えている。
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2. 国内視察調査

調査結果 ⑤株式会社

●視察対象者 ： 継枝研太氏

会社プロファイル

‣ 年 月 設立

事業内容
‣独自の分散型台帳技術「 」の研究開発とその関連 ソリューションの提供

ビジョン
‣高性能且つスケーラブルで、容易にサービス構築可能な分散型台帳技術により、利便性の高い安価な決済
サービスを提供します。

主たる商品
‣
‣
‣

‣
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調査結果 ⑤株式会社

2. 国内視察調査

●ブロックチェーン技術、スマートコントラクトの活用事例

‣ （アヤ スコア）
株式会社電通国際情報サービスと宮崎県綾町地域定住推進協議会が実施。住民をはじめとした町に関
わる人々が、スマートフォン向けアプリを通じて地域貢献につながる活動に対するスコアを獲得、蓄積していくこ
とによって、「助け合いのまちづくり」を目指す。 年 月より実証実験開始。

‣ （ニセコ ペイ）
一般社団法人ニセコひらふエリアマネジメントが主体となって提供している コードを用いたキャッシュレス決
済アプリ。スキー場では煩わしかった現金による支払いの不便さを解消し、将来的には観光やキャンペーンに関
する情報などのさまざまなコンテンツを一元的に取り扱えるようにする。

年度の実験では、現金不要・決済所要時間が短いとの理由から、約 割のユーザーが コード決済の
利便性を実感。本サービスのニーズが高いと判断された。 年度は利用範囲の拡大を図り、アプリの機能
改善、加盟店の拡張等ユーザビリティ向上に取り組む。

‣ 台場コイン（仮称）
スマートフォン上で決済・送金・チャージができるプリペイド型の地域通貨を目指し、 カード社員を対象とした
お台場の カードオフィス内や近隣施設の飲食店等において、「顔認証」または「スタンプ認証」にてキャッシュ
レス決済できる仕組み。

‣常若通貨（とこわかつうか）
筑邦銀行が発行する地域通貨で、九州電力が提供するシステム基盤（ 使用）を利用。ブロック
チェーン技術を用いた コードコード決済アプリ。 年 月 日～ 日までの 日間のみ、「第 回宗像国
際環境会議」に出店する地元の飲食店やアクティビティなどで運用。
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調査結果 ⑤株式会社

2. 国内視察調査

●当該技術を取り入れた経緯
地域通貨により地域活性化を支援するため。 年に、パブリックブロックチェーンである、ビットコインを用いた
決済サービスを開始した。その後、 年にブロックチェーンを応用した独自の分散型台帳技術を開発した。

●当該技術の将来性
個人の考えとして、パブリックブロックチェーンがシステム的に不適切であるとは思わない。
プライベートブロックチェーンを使ったシステムを構築するとなると、そもそも既存のデータベースを用いたシステムと
何が違うのか、既存システムでも良いのでは？との考えにもなってしまう。
パブリックブロックチェーンはパブリック性があるにも関わらず、信頼性が高い。この点はすごいと考えられるので、
将来性はまだまだあると考える。

●エンジニアの採用について
新卒は一人。その他は中途採用。

がアメリカ人であり、外国人はコーディングスキルが高いため、エンジニアは全て外国人（アメリカ、インド、
ヨーロッパなど）を採用している。
主に で採用活動している。
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2. 国内視察調査

●現状抱えている人材育成（調達）の側面での課題
ブロックチェーン業界に限ったことではないが、近年、メンタルヘルス不調に悩む人が増加傾向にあるという社会
状況を考えると、得意分野があり、エンジニアリングが好きな人材を採用したいと考えている。

●人材育成について
‣人材ニーズと知識・技術への期待
スマートコントラクトやブロックチェーンの知識は必須ではなく、現行のデータベース、サーバ、暗号技術などの知
識があればよい。コンピュータサイエンスは必須なので、日本企業では文系出身のＳＥがいるが、理系の学生
しか基本的には採用していない。
専門学校生などの学生であれば、知識のみよりも実際にモノを作っているほうが魅力がある。優秀なエンジニ
アはまずプログラミングから学習を始めている。
入学していきなり知識を詰め込むのではなく、まずは やスマホアプリなどの制作から始め、どういう仕組み
になっているのかを勉強していった方が興味がでるのではないか。例えば、 を使い、 「 コイン」 な
ど、地域通貨を題材に、ブロックチェーンの授業をするなど、学生の に関する興味の入口を変えても面白い。

をたたくだけで簡単に地域通貨を発行することができるので、取り入れの際はサポートする。
‣当該技術を扱えるエンジニアの育成調達）
社内育成。

調査結果 ⑤株式会社
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麻生情報ビジネス専門学校

令和元年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」
スマートコントラクトを使用したシステム開発人材の育成

スマートコントラクトの利用事例・人材ニーズ等に関する調査

海外視察調査報告書
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海外視察調査

調査概要

●調査目的

●調査対象

●調査期間
●調査手法
●調査担当

●調査項目

スマートコントラクトに関する教育プログラム開発のために、当該技術を積極的に
活用しようとしている東南アジア（マレーシア）における 企業、政府機関、教育
機関を中心に訪問し、「ブロックチェーン技術、およびスマートコントラクト技術の活
用事例」、「当該技術の将来性」、「当該技術の人材ニーズ」、「当該技術の人
材育成方法」等のヒアリングを行い、教材開発および、当該技術を身につけたＩ
Ｔ人材育成に役立つように、報告書としてまとめる。
当該技術を利用した開発等に取り組むマレーシアの企業（ 社）
政府機関（ 社）、教育機関（ 校）
令和元年 月 日～令和元年 月 日
聞き取り調査
麻生情報ビジネス専門学校 志水徹・荒木俊弘・北原聡
福岡県情報サービス産業協会 森俊英
‣ブロックチェーン技術の活用事例
‣スマートコントラクトの活用事例
‣スマートコントラクト関連の人材育成
‣スマートコントラクト関連人材の調達 等
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海外視察調査

調査スケジュール

日程 社名 調査進捗

（月） （ 訪問完了

（月） 訪問完了

（火） 訪問完了

（火） 訪問完了

（水） （ ） 訪問完了
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海外視察調査

調査結果 ①

●視察対象者 ： 氏

会社プロファイル
マレーシア・デジタルエコノミー公社（ ）は、マレーシアのデジタル経済を促進・支援することを目的として
設立された、通信・マルチメディア省傘下の政府機関。 の使命は、同国のデジタル経済を発展させるこ
とである。 は、投資の促進、デジタル・イノベーションを活性化する環境づくり、デジタル・インクルージョン
の発信や技術業界の優秀者を地元から排出することなどを中心とした実装作業を行っている。

は、世界中でデジタル・イノベーションを促進できる人材の育成を行いながら、
世界的な （情報通信技術）企業による投資と最新鋭のデジタル技術並びに
革新的な解決策の発展に向けた招致活動を行っている。
※引用元：

‣
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調査結果 ①

海外視察調査

●ブロックチェーン技術、スマートコントラクトの活用事例

‣当該技術の現時点での活用事例は無いが、政府としても様々なサービスの電子化の技術には注目している。
マレーシアではブロックチェーン技術が入ってまだ約 年と歴史が浅いため、現在は国の機関と スタンダード
の成立やサプライチェーントレーサビリティへの導入を進めている。
フィンテック以外でもスーパーマーケットのイオンなどと共同で可能性を検討している最中。
マレーシアではまだブロックチェーンは評判が良くないので、理解を深めてもらうことが現在の課題となっている。

としては企業を支援する立場である。

‣デジタルファイナンス
当該技術を活用しているわけではないが、デジタルファイナンスシステムのイノベーションを 、
国連 キャピタルディベロップメントファンディング 、 ベンチャーズ 企業 と共同でプログラム
開発を進めている。国連では現在東南アジア全域でパートナーを探している。
国連がこのイノベーションを進めている理由の一つに、貧困層の救済がある。
（給与明細・クレジットスコアが無い貧困層もデジタル経済の恩恵を受けられるようにするため）
月 日 で行われた国連サミットでは、このイノベーションについて報告した。
（インドネシア、インド、マレーシア各 事業のスタートアップスの成果について報告された）
デジタルファイナンスを使うことによって、継続可能な成長を実現できるということに自信を持って
いるし、大企業だけではなく、一人一人の個人でも使用できるものなので、貧困層の救済
に大きな役割を担うものと考える。
マッケンジーの調査ではデジタル化の推進で、 の成長率が ％程度伸びるといわれている。
実際に、現在インドと中国が成長している。
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海外視察調査

調査結果 ②

●視察対象者 ： 正田英樹 氏（株式会社 代表取締役 ）
氏（ ）

会社プロファイル
ブロックチェーンの研究開発を手がける株式会社 （福岡県・飯塚市）のマレーシア法人。

年にクアラルンプールに を開設。オープンイノベーションを促すことで、ブロック
チェーンのエコシステムを生み出すことを目的としている。

は （調査対象①）が運営する スペース の一画にあり、
のオフィススペースとフリースペースから構成される。フリースペースは、多くの技術者が

コミュニケーションできる場として存在し、バックグラウンドの異なる利用者同士の交流により、技術やアイデアが
集約し、革新的な製品・サービス・ビジネスモデルが創出されることが期待されている。
また、今後ブロックチェーン技術が発展し社会インフラとなる事を見据え、人材育成のための活動も進めている。

‣
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調査結果 ②

海外視察調査

●ブロックチェーン技術、スマートコントラクトの活用事例

‣電力取引：
『元国営電力会社：テナガ・ナショナル（ ）』と 電力販売システム
を共同開発中。
マレーシアでは が市場を独占していたが、現在自由化を進めている最中で今後の市場競争に備え、

の改革が進んでおり、一般家庭が発電して余った分を電力会社を通さずに近隣で売買するシステム。
実証実験は、エリアを選択し、大学の設備で太陽光などで発電して、ビル同士で売買をし、取引結果をブ
ロックチェーンで記録する方法で行われている。

‣サプライチェーントレイサイビリティ
マレーシアでは現在も偽造医薬品が横行しているため、『 』と共同で医薬品のトレーサビリティの基
盤となるアプリケーションを開発。現在実証実験をしているところで フェイズまで来ている。
製造業者→小売り業者→消費者のトレースで、消費者は サイト、もしくはスマートフォンアプリで医薬品
情報を確認できる。

では、業界に向けたパブリックブロックチェーンを提供しており、業界ごとに情報の書き込みの仕
方などをカスタマイズする。このサプライチェーントレイサイビリティでは、グローバルサプライチェーン標準化団体
の『 』のスタンダードに則って開発を進めている。サプライチェーントレイサビリティの分野
は、医薬品の他、高級品、ハラル製品などが対象である。

‣仮想通貨：
人と人との関係、信頼を視える化するコイン。人からの「感謝・共感・応援」によりポイントが増える。今までは
金融信用だったが、人の信頼やコミュニティへの貢献を可視化することで、新しい軸での人的・金銭的支援を
受けやすくなる社会を実現するプロジェクトに取り組んでいる。
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調査結果 ②

海外視察調査

●当該技術を取り入れた経緯

‣電力取引：
スマートメーターから取得できる発電量・消費量といったデータをトークン化し、電力取引後のトークンの移転の
記録、「トークン化」によるバリューチェーンの再構築を可能とするために、ブロックチェーン技術が必要だった。

‣サプライチェーントレイサイビリティ
『 』はマレーシアにヘッドクォーターがある。

の方がブロックチェーンに理解があり、当社と意気投合したため。

‣仮想通貨：
これまで、社会関係資本を直接的に記録することは技術的に不可能と
されてきたが、ブロックチェーン基盤技術の研究開発に取り組む中で、
トークンエコノミーを生み出すことよって、社会関係資本を直接的に記録・
可視化することが可能になった。
それを活用し、世の中を良い方向に変えることができると考えた。

●当該技術の将来性

‣カンパニーコイン、地域通貨などの需要がある。他、 の分野、中古品のトレーサビリティ（飛行
機・電車・船舶など）での将来性に期待を持っている。将来的にはシェアリングエコノミーの実現に大きな市
場があると見込んでいる。

98



調査結果 ②

海外視察調査

●人材育成について
‣当該技術にかかわる人材の確保
現在は、 名ほど（インド人や中華系マレーシア人が少々）

‣人材ニーズと知識・技術への期待
ブロックチェーンの知識を持っていることが理想だが学生では皆無。
入社テストでは、フィナボッチ数列を含めた大学レベルのベーシックなテストを実施している。
「動くアプリケーションを作れれば良い」というエンジニアが多く、アルゴリズムをしっかり勉強してきたエンジニアが
少ない。ブロックチェーンはアルゴリズムが重要視されるので、前者は必要ないと考えている。

‣当該技術を扱えるエンジニアの育成調達）
入社後、 か月程度の研修を実施している。
マスタリングビットコインの書籍で勉強後、プロジェクトに配属し、 で育成している。

‣当該技術に関する現状抱えている人材育成の課題
エンジニアは転職のオファーが来ることが多く、ジョブホッピングする人が多い。
会社のビジョンに魅力を感じてもらい、やっていることに面白みを感じてもらうこと、プラス給料面での満足度が
重要と考えている。
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海外視察調査

調査結果 ③

●視察対象者 ： 益子耕一郎 氏（教授／電子システム工学科）
‣ ：

会社プロファイル
は、マレーシアに新たな日本型工学教育

を確立することを目的に、マレーシア政府および日本政府の共同事業として、 年 月にクアラルンプールに
ある クアラルンプールキャンパス内に設立された。現在では、留学生・大学院生を含め 名もの学生
が学んでいる。

は、日本の技術が特に優れている分野に対して、日本的教育の特長を取り入れた体制により、学部、
大学院のプログラム及び研究開発の場を提供。これらにおいて、 教員は細やかな研究指導と併せて技
術者倫理教育を行うとともに、日本の大学及び企業と協力して両国の長所を融合した新しい文化と教育研
究方法の創造に取り組んでいる。

‣
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調査結果 ③

海外視察調査

●ブロックチェーン技術、スマートコントラクトの教育事例

カリキュラムにブロックチェーンはないが、 年生になったら卒業研究のテーマとして 年間ブロックチェーンを勉強で
きるというシステム。研究室で教材（専門誌 の「なるほど 新技術ブロックチェーン」特集）などを
提供し、学生は自主的に学習している。
今後、 でインターンシップを実施する予定。

●当該技術を取り入れた経緯

を活用したスマートホーム、工場管理などのセキュリティを考慮し、ブロックチェーンに着目した。今は流れが変
わってきており、ブロックチェーンはデータの改ざんに対する耐性が高く、ブロックチェーン基盤を利用することで、ク
ラウドサービス（ ）を頼らずに、全くプライベートのネットワークを構築できるのではないかと注目している。

●当該技術の将来性

共同研究をするなど、企業と付き合う基盤はまだできていない。
近畿大学との共同研究で、 の電波を使った工場設備の
振動の異常検知の開発が決まったばかり。
これにブロックチェーンが絡められるのではないかと考えている。
卒業生がどんどん増えていけば、就職先と共同研究をするなど、
徐々に深めて行けるのではと考えている。

●該技術を教育するにあたっての問題点

経済的な問題で大学を辞めてしまう学生が比較的多いこと。
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調査結果 ③

海外視察調査

●ブロックチェーン・スマートコントラクト関連の就職について
‣当該技術にかかわる企業からの求人
‣当該技術にかかわる人材期待する知識・技術
早い学生だと 月の前の夏休みには就職先を決めるが、ほとんどの学生が就職活動を始めるのは卒業後で
大学を通してではなく個人的に行うのが一般的のため、大学でも就職先を把握できていない状態。

‣当該技術を学んだ学生たちの就職先
一般的な 企業。海外ではシンガポール、日本。今度卒業するマスターの学生は日本企業で内定が決まっ
ている。
マレーシアでは開発を行っている企業が少なく、生産管理的な仕事に就く学生も多い。
大学が設立されてからまだ 年なので実績が少ない。

●ブロックチェーン・スマートコントラクトの教育業界での活用について
今のところ聞いていない。
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海外視察調査

調査結果 ④

●視察対象者 ： 氏（ ）
氏（ ）

会社プロファイル
、起業、ビジネスプロセス、貿易、不動産および資産開発、国際マネジメントまた学術研究など、それぞれ

の分野に精通し、長年の実績を持つメンバーにより構成された国際的な組織。 のブロックチェーン・プラット
フォームを提供する事により企業活動を支援する。 のエコシステム形成の為に、教育研修、イベント、また

を使ったサービスプロバイダーに対して技術サポートなどの支援を行っている。
・・・ 年 月 日に というブロックチェーン、仮想通貨専用の掲示板で と

いう人物が新しいプロジェクトとして立ち上げたのが の誕生。 年にエアードロップとして、 人限定
で 万 約 万円 を配るなどのマーケティングを行い、 年 月からメインネットが稼働している。

‣
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調査結果 ④

海外視察調査

●ブロックチェーン技術、スマートコントラクトの活用事例

‣ について
年 月から開発されてきた最新のビットコイン のシステム。
はパブリック型ブロックチェーンのプラットフォーム（オープンソース）で、単なる暗号通貨ではなく、完全な
のプラットフォームであり、決済、チャット、アセットの作成、ネームスペースシステムなどのサービスも提供して

いる。 を通じて利用可能となり、クライアントアプリの作成やサーバーとブロックチェーンの
インターフェイスが大幅に簡素化され、既存のビジネスロジックを再実装したり、好みの言語を使用してブロック
チェーンの使用が可能となる。現在 か国にわたって展開されている。

は現在の プラットフォームに新たに修正と改良が加えた上で一から新しく開発されたシステム。
クロスチェーントランザクションが に組み込まれており、 から 、あるいは から

、 から といった取引もサポートされている。
は日本では仮想通貨で知られているが、仮想通貨の他にもいろいろな試みがされている。

‣ 利用例①
テックビューロでは、テックビューロ専属の のコアデベロッパーによって開発された、トークンエコノミーの基盤と
なるプライべートブロックチェーンを構築するための製品 を提供（有料）している。
現在は、日本では日立、日本情報通信が利用している。

‣ 利用例②
フィリピンの会社ロイヤルコインは、フィリピンのマクドナルドと提携し、リワードサービスの提供を開始した。マクド
ナルド以外でもセブンイレブンなども提携が完了している。こちらも との提携によるもの。ロイヤルコインが
普及すれば、消費者は様々なポイントをロイヤルコインに統一、もしくは換金もできるようになる。
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調査結果 ④

海外視察調査

●ブロックチェーン技術、スマートコントラクトの活用事例

‣ 利用例③
マレーシアの教育省が学位証明の偽造に対する対抗措置として システムを導入。 は、

と呼ばれるブロックチェーンエンジンを利用。コンソーシアムのメンバーのひとつであるマレーシア国際イス
ラム教大学（ ）の 教授の協力のもと、マレーシアのスタートアップ

が開発にあたった。

‣ 利用例④
ウクライナでは、 を使用した分散型の電子政府を構築するプロジェクト「 」が発足。ブロック
チェーンの耐改ざん性の高さというメリットで、腐敗した国家からクリーンでスマートな政府へ移行することを目的
としている。また、ウクライナ中央選挙委員会では、 を使用した投票システムのトライアルを開始した。

‣ 利用例⑤
アラブ首長国連邦コミュニティ開発省では、 政府が市民の高い生活水準を達成し、革新的で持続可能
かつ高品質な方法で提供するコミュニティサービスに がブロックチェーンコンサルティングサービスとサポートを
提供する。 年までに完全なデジタル政府になるという の計画の一つ。

105



調査結果 ④

海外視察調査

●当該技術の将来性

現在、ブロックチェーンビレッジをジョホールバル（イスカンダル）にオープン予定。
マレーシア人だけではなく、外国人も含め 人の雇用を予定している。
ブロックチェーンビレッジには、企業だけではなく教育関連の町もあり、オーストラリアやイギリスといった海外の
校の大学（サテライト）がある。このような施設はマレーシアの他はスイス（ ）にもあり、今後
の発展が見込まれる。
ブロックチェーンの入り口はコイン取引だったが、技術がマッチすればサプライチェーン、商標関係など、どんな分
野でも利用価値がある。
また、大手銀行が使用し始めており、ウクライナ、ドバイ、アラブ首長国連邦などの政府からもオファーがある。
今後ブロックチェーン技術が普及していけば、世界は大きく変わるだろう。

●人材育成について
‣当該技術にかかわる人材の確保
教育関係では、現在マレーシア国内やフィリピンの大学 校と提携を進めている。高等教育機関向けに、ブ
ロックチェーンのカリキュラムやシラバス作成や教授向けのインストラクタートレーニングプログラムを開発。最新の
情報ができるように か月に 度など認定試験も行う（ の認定講師オフィシャル・トレーナー向け）。
教育機関とともにアプリケーションの開発などもする予定。
企業には ・ サーバーを無料提供し、 の導入に関するコンサルティング（技術サービス・トレーニング
等）を有料で実施している。いろんな分野での導入があるので、ブロックチェーンを独自に開発してもらうことを
推奨している。ただ開発ができない場合は、エンジニアを派遣するなどアウトソーシングをしている。
学校での教材に使用するのは可能。ただ、 のセオリーの理論の勉強はできるが、その応用については自
分たちで研究が必要。分からない部分については、トレーナーを派遣する。
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海外視察調査

調査結果 ⑤ （ ）

●視察対象者 ： 氏（博士）

会社プロファイル
は、低学費で質の高い教育を提供する非営利の私立大学として 年 月 日に正式に設立。

卓越したグローバルな大学になるというビジョンを持ち、 は設立以来、国内で最も急速に成長している私
立高等教育機関の つとして高く評価されている。

は 年以来、 人以上の学生が卒業しており、教育と研究の卓越性を達成することに専念し、
脅威的な進歩を遂げている。

は、 年にセタパックのクアラルンプールに設立。学部では、保険数理科学と数学、情報通信技
術、工学、構築環境、物理科学の分野で の学士号プログラムを提供している。

‣
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海外視察調査

●ブロックチェーン技術、スマートコントラクトの教育事例

ブロックチェーンを学ぶ学生には、前提として以下の科目を履修する必要がある。
・ 素数論 ・・・ 年次
・ （コーディング理論）・・・ 年次
・ 暗号学 ・・・ 年次
→シラバスにはないが、この でブロックチェーンの基本的なことを話すようにしている。
通常は 年次の 学期で最終年のプロジェクトを行う。ブロックチェーンについて研究している生徒は 名。
プロジェクトでは、ブロックチェーンの利用方法に関することではなく、ブロックチェーン自体の概要、基礎技術につ
いて学んでいる。 学期に研究を始め、 学期は研究をいったんストップしてインターンに行く。インターンでの経験
を踏まえて、 学期に研究に戻る。トータル 年研究する予定。
＜テーマ例＞
‣

電子投票システム
この研究をしている生徒は、理解・知識を深めるために、マスターに残ってさらに研究を続ける。

‣
分野（アルツハイマー）

「日常生活に近いことを研究したい」という生徒の意向で、ヘルスケアを選択した。
‣
心臓疾患に関する病院のデータ情報を、ブロックチェーン基盤上で保険会社と銀行、研究機関が共有し、
ユーザーはその情報を入手することができるシステムで、導入に至るまで研究する予定。 の医学部
（東洋医学センター）のデータを借りている。 ※UTARでは ～ 年後、メインキャンパス内に病院を作る予定。

調査結果 ⑤ （ ）
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海外視察調査

調査結果 ⑤ （ ）

●当該技術の将来性

この学科は、多くの保険数理科学の学生を輩出しているため、生徒には、金融、銀行、保険セクターにブロッ
クチェーン技術を活用することを提案している。個人的な意見としては明るいが、 、 、スマートシティ、
データ分析などを絡めていくことが重要だと考えている。

●当該技術を取り入れた経緯

大学の目標の つは、シラバスに新しいテクノロジーを採用し、産業部門とのコラボレーションを促進すること。
ブロックチェーン技術は新しい技術であるため、大学はスタッフにこの技術に関連する研究を行うことを奨励して
いる。

●該技術を教育するにあたっての問題点
‣例えば、ブロックチェーン技術を持った銀行員など、専門知識＋プログラミング知識を持った人材がとても少な
いこと。

‣企業と連携して研究をする場合、研究する学生に対して金銭的なサポートをしてもらう。そのため、企業の利
益追求面も厳しく、数か月で結果を求められるため、なかなか完遂まで行かない。
今まで 社との連携があったが、今は 社のみ。
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海外視察調査

調査結果 ⑤ （ ）

●ブロックチェーン・スマートコントラクト関連の就職について
‣当該技術にかかわる企業からの求人

、 、 、 、 など

‣当該技術にかかわる人材期待する知識・技術
、 、 、 、 、 言語

‣当該技術を学んだ学生たちの就職先
求人の来た企業。ブロックチェーンは新しい技術なので、産業部門が関与するための時間が必要。例えばマ
レーシアでは、多くの保険会社は紙ベースで情報を管理しており、ブロックチェーンなどデジタル化の受入れが難
しい。中小企業のほうが受入れやすくトライしやすい。

●ブロックチェーン・スマートコントラクトの教育業界での活用について
‣
マレーシアでは学歴詐称が横行しているため、マレーシアの 企業である 社が のブロック
チェーン基盤を使い、 および認証システムを構築した。

は、「プロフェッショナリズム」、「コミュニケーション」、「リーダーシップとチームワーク」、「問題解決と科学」、
「情報管理と生涯学習」などを数値化、学力以外の側面から生徒の能力を評価するシステム。このシステム
は、生徒が共同カリキュラムのプログラムなどに参加し、スキルや社会的側面の成長をさらに高めることを奨励
している。 年 月の入学生から 証明書を取得できる。就職活動時に企業へも提出し、企業と学
生のマッチングにも活用する予定。
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令和元年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」
スマートコントラクトを使用したシステム開発人材の育成

スマートコントラクトの利用事例・
人材ニーズ等に関する調査報告書

学校法人麻生塾 麻生情報ビジネス専門学校
〒 福岡県福岡市博多区博多駅南２丁目１２ ３２
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